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【新ガイドライン】労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置 
【アベノミクスと雇用改革③】労働基準法等の一部を改正する法律案の概要Ⅰ 
【人事課題の考察】  柔軟で多様な働き方（ワークスタイル）の推進② 
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【新ガイドライン】労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置（平成29年１月20日策定） 

 労働基準法により、使用者は労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する責務を有しています。しかしながら、労働時間の
把握に係る自己申告制の不適正な運用等に伴い、過重な長時間労働や割増賃金の未払いといった問題が生じているなど、使用者が労働時
間を適切に管理していない状況もみられます。そのため、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置を具体的に明らかにした
新たなガイドラインが策定されました。今後2回に分けて、このガイドラインのポイントを紹介いたします。 

■労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置 

（１）始業・終業時刻の確認及び記録  

 使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごと
の始業・ 終業時刻を確認し、これを記録すること。  

（２）始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法  
 使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則とし
て次のいずれかの方法によること。  

■適用範囲 

対象事業場 

 労働基準法のうち労働時間に係る規定（労働基準法
第４章）が適用される全ての事業場 

対象労働者 
 労働基準法第41条に定める者（管理監督者など）及び

みなし労働時間制が適用される労働者（事業場外労働
を行う者にあっては、みなし労働時間制が適用される時
間に限る。）を除くすべての労働者 

■労働時間の考え方 

労働時間とは 
 使用者の指揮命令下に置かれている時間のこと 

１．使用者の明示的・黙示的な指示により労働者が業務を行う時間は
労働時間にあたります。 
 
２．労働時間に該当するか否かは、労働契約や就業規則などの定め
によって決められるものではなく、客観的に見て、労働者の行為が使
用者から義務づけられたものといえるか否か等によって判断されます。 

３．たとえば、次のような時間は、労働時間に該当します。 
 
① 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為
（着用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の
業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行った時間 
② 使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求
められており、労働から離れることが保障されていない状態で待機等
している時間（いわゆる「手待時間」） 
③ 参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講
や、使用者の指示により業務に必要な学習等を行っていた時間 

ア 使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。  
イ タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な 
   記録を基礎として確認し、適正に記録すること。  
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 今回はアベノミクスと雇用改革の第3回目として、2015年4月3日に厚生労働省から国会に提出された「労働基準法等の一部を改正する法律
案」について見ていきたいと思います。この改正案の中では、まず長時間労働抑制策・年次有給休暇取得促進策等について規定しています。 

 中小企業における月60時間超の時間外労働に対する割増賃金の見直しの施行日は、法案の成立時期により変動しそうですが、年次有給休
暇の確実な取得とあわせて、これらの長時間労働抑制策は本改正の最重要課題であり、先日発表された働き方改革実行計画での残業の上限
設定と合わせて労働者の健康の確保を図ることを大前提に、それに加え、マンアワー当たりの生産性を上げつつ、ワーク・ライフ・バランスを改
善し、女性や高齢者が働きやすい社会に変えていくという安倍内閣の方針を反映した内容になっています。 
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 前回号では、柔軟で多様な働き方の推進について、その目的や期待効果を明確
にするための論点整理をしました。今回号では、柔軟で多様な働き方を推進するこ
との期待効果や課題等についてもう少し具体的に論点整理してみます。 
  
 このテーマの推進における期待効果は、右記した4つが考えられます。ここでは
期待効果と言っていますが、ある意味目的・狙いとも言えます。なんと言っても最大
の狙いは、業務効率、生産性向上です。勿論、生産性向上には業務プロセスなど
他の要因も大きく絡みますが、ここで言っていることは、時間・場所要素の効率化
の側面です。つまり、勤務時間や就労場所の自由度を上げることで無駄な時間を
削減して時間を有効活用することにより、業務を効率化させ生産性向上に繋げると
いったことです。これが実現できてくると、業務効率・生産性向上を追求したクレ
バーな集団・職場環境が創出でき、ついては優秀な社員の確保・継続雇用等にも
繋げることができます。また、これまで恒常的な勤務が難しいとされていた俗に言う
ダイバーシティマネジメントの代名詞とされるような方々（女性、高齢者、外国人、
障害者など）が、勤務時間や就業場所の自由度が上がることで働きやすくなり、む
しろそのような方々の特性（感性、アイデア、コツなど）を経営資源として有効活用
するといった動きが取りやすくなります。このことが、仕事とプライベートのバランス
を自主的に取ることができ、ついてはワークライフバランスの実現が可能になってく
ると言えます。 
 一方、その反面、多様な働き方を推進することによる弊害についても確認する必
要があります。右記下段のマトリックスを確認してください。このテーマを推進するこ
とで、勤務時間や就労場所の自由度が間違いなく上がります。このことによる良い
面（メリット）がある一方で、その弊害（デメリット）については、当然潰さなければな
りません。昨今このテーマが脚光を浴びてきましたが、実は以前から検討されてい
る企業はありました。ただ、制度導入による弊害を懸念し、なかなか導入に踏み込
めなかったということがありました。ただここに来て、ICT機器の発達や政府主導に
よる働き方改革推進の動向、つまり法制化を中心とした推進の高まりにより、今後
は推進しやすくなると見込まれていますので、このテーマについては、人事主導で
何かしらの検討を進めるタイミングであると考えます。 
  
 纏めますと、業務効率、生産性向上に代表されるようなそもそもの当該テーマ推
進の目的・狙い・期待効果を見据え、自社の勤務制度（勤務時間、就労場所ルー
ルなど）に落としこむ上では、自社において実現可能な範囲がどこなのかをしっか
り見極め、勤務制度を再構築し運用することが求められます。 
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1. 業務効率、生産性向上の実現 
 

2. 優秀な社員の確保・継続雇用の実現 
 

3. 恒常的勤務が難しい社員（女性、高齢者、外国人、障害者
等）の有効活用 
 

4. ワークライフバランスの実現 

事象 メリット デメリット 

労働時間の 
自由度がアップ 

・自己の判断でフレキ
シブルな勤務が可能 

・勤怠の乱れ 
・職場風紀の乱れ 

在宅勤務等就
労場所の自由
度がアップ 

・通勤時間削減など時
間の有効活用できる 

・オフィスでの微妙な
人間関係から開放 

・仕事とプライベート
のメリハリが利かせ
にくい 
・勤怠の乱れ 

場所的要素 時間的要素 

時間的拘束、場所的拘束を受けない 
社員の多様な自律的な働き方を推進 

■多様な働き方を推進することの期待効果 

■多様な働き方を推進することの主要課題・メリデメ整理 
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本紙に関するお問合せ、人事労務に関するご相談等は、 
下記までご連絡ください。 

 
社会保険労務士法人EOS 

東京都港区西新橋1-2-9 日比谷セントラルビル5階 
TEL: 03-4577-1849 FAX: 03-4577-1898 

 E-mail: accounting@epcs.co.jp 
 http://www.epcs.co.jp/   
 ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽWebｻｲﾄ：     

 http://www.epcsoutsourcing.com/ 
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